
4. 研究開発のロードマップ

5. 予算（概算要求予定額）の総額
令和4年度：36.8億円の内数、令和5～8年度：調整中
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ア. 脱炭素社会に向けた航空機の CO2 排出低減技術の研究開発

電動ハイブリッド推進システム技術の研究開発

革新低抵抗・軽量化機体技術の研究開発

航空エンジンロバスト運用技術の研究開発

効率化/実用化促進

イ. 超音速機の新市場を拓く静粛超音速機技術の研究開発

全機ロバスト低ブーム設計技術/統合設計技術の研究開発

ウ. 運航性能向上技術の研究開発

低騒音化技術の研究開発

実用化促進

気象影響防御技術の研究開発

現行機の運航・改修

国際共同開発（細胴機）

陸上超音速機/ビジネス機開発

空港配備

ICAOソニックブーム基準策定

水素電動エンジン技術の研究開発

実証運航制約緩和技術の研究開発

2030
国際共同開発

2030
実用化

【主要課題と目標】
• 電動ハイブリッド推進システム技術の研究開発
JAXA独自の航空機電動化コンセプトの燃費削減効果を風洞試験等に
より検証するとともに、そのキー技術である電力源システムと電動ファン駆
動システムを開発・実証する。

• 全機ロバスト低ブーム設計技術/統合設計技術の研究開発
巡航性能を確保しつつソニックブームを低減する超音速旅客機の設計
技術を実証等により獲得するとともに、海外OEMと連携してその成果を
ICAOに提示しソニックブームに関する基準策定に貢献する。

• 低騒音化技術の研究開発
空港周辺の騒音対策として効果的な機体サイズである中型旅客機の
高揚力装置及び降着装置に対する低騒音化設計技術を開発し、実
機にて飛行実証を行う。

1. 課題実施期間及び評価時期
実施期間：令和４年度～令和８年度
評価時期：中間評価 令和７年度、事後評価 令和９年度を予定

2. 研究開発目的･概要
ア. 脱炭素社会に向けた航空機のCO2排出低減のために、革新低抵
抗・軽量化機体技術、電動ハイブリッド推進システム技術、航空エンジ
ンロバスト運用技術、水素電動エンジン技術の研究開発に取り組む。
イ. 超音速機の新市場を拓くために、全機ロバスト低ブーム設計技術/
統合設計技術の研究開発に取り組む。
ウ. 航空機の運航に関するニーズに応えるために、気象影響防御技術、
運航制約緩和技術、低騒音化技術の研究開発に取り組む。

3. 研究開発の必要性等
【必要性】国際航空運送協会（IATA）における2050年までに温室効
果ガスの排出量を実質ゼロ（Net Zero 2050）の目標達成に向けて、革
新的なCO2排出削減技術が必要である。更なる燃費削減効果をもつ
システム開発に加え、「より速く」という高付加価値のニーズや変化する
社会情勢に対応、気象等による運航への影響緩和、空港周辺の騒
音低減等が期待されている。

【有効性】これまでJAXAで研究開発されてきた優位性のあるコア技術
（電動ハイブリッド推進システム、摩擦抵抗低減技術、燃焼器のモニタ
リング・不安定性予測/安定化技術、超音速旅客機の低ブーム設計
技術、気象影響防御技術、脚や高揚力装置の低騒音化コンセプトや
設計基盤技術など）をもとに、民間企業と連携して技術成熟度を向上
し国際競争力を獲得することで、実機への成果適用、また次世代の旅
客機への適用を目指す。加えて、官民連携を通じて基準策定や国際
標準化にも貢献する。

【効率性】技術移転先の国内メーカーのみならずユーザーとなるエアライ
ンや空港、海外OEMとも共同で研究開発を行う。また、ECLAIRや
Weather-Eyeなどコンソーシアムを活用して産学官や異業種との連携
を促進する。

「既存形態での航空輸送・航空機利用の発展に必要な研究開発」の概要（案）
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